
 

令和２年 京都市防災会議専門委員会（洪水土砂部会） 

 

 

１ 日 時 

 令和２年１０月２９日（木）午前１０時～正午 

 

２ 場 所 

 京都市危機管理センター 

 

３ 出席者 

 ・京都市防災会議専門委員会 洪水土砂部会委員 ４名 

 ・京都市防災会議専門委員会 洪水土砂部会委員アドバイサ゛ー １名 

 ・京都市危機管理監 他３名 

 

４ 議 題 

(1) 災害対策基本法第６０条の改正に係る本市の対応について 

(2) 大型台風接近時の避難情報等の発令について 

 

 

報２ 



 

令和２年度 京都市防災会議専門委員会（洪水土砂部会） 

 

出席者名簿（敬称略） 

 

 専門委員会員（洪水土砂部会員） ◎ 部会長 

氏 名 職      名 研究分野 

◎三村  衛 京都大学大学院工学研究科 教授 
ジオフロントシステム

工学 

立川 康人 京都大学大学院工学研究科 教授 水文・水資源学 

堀  智晴 京都大学防災研究所 教授 水文循環工学 

王  功輝 京都大学防災研究所 教授 山地災害環境研究分野 

 

 アドバイザー 

氏 名 職      名 研究分野 

石川 裕彦 京都大学防災研究所 教授 
暴風雨・気象環境研究 

分野 

 

 京都市 

氏 名 職     名 

三科 卓巳 危機管理監 

伊藤 誠司 行財政局 防災危機管理室長 

足立 貴志 行財政局 防災危機管理室 防災課長 

寺川 永真 行財政局 防災危機管理室 地域防災推進課長 

 



議題(1) 災害対策基本法第６０条の改正に係る本市の対応について 

災害対策基本法第 60 条において，市町村長の権限として，災害が発生し，又は

発生するおそれがある場合には，必要と認める地域の居住者等に対し，避難のた

めの立退きを勧告，急を要すると認めるときは，立退きを指示することができる

ことになっている。 

内閣府の作業部会では，避難勧告と廃止して避難指示に一本化する案が取りま

とめられ，来年度の出水期からの運用を目指している。 

これを踏まえ，本市でも対応方針を検討し，その内容について洪水土砂部会に

お諮りしたものである。 

〇 本市の対応策 

ア 水災害 

・ 避難勧告を廃止する。 

・ これまでの避難勧告発令水位（氾濫危険水位）で，避難指示を発令する。 

イ 土砂災害 

・ 避難勧告を廃止する。 

・ 京都府が運用する「土砂災害警戒情報システム」のメッシュ情報が薄紫

（２時間先までに土砂災害警戒情報の基準に到達する予想）になった場合，

避難準備・高齢者等避難開始を発令する。 

・その後，土砂災害警戒情報が発表された場合，避難指示を発令する。 

 

 

 

 

〇 委員からの主な意見 

・ 土砂災害に係る避難情報の発令が，現状より少し早いタイミングになるこ

とについて特に異議はないが，どのような状況で避難情報が発令されるのか，

住民に理解してもらえるようなアイデアが必要である。 

→ マイタイムラインの作成支援などで，住民に理解いただけるよう工夫し

ていく。 

・ 避難したものの何も起こらなかった場合，情報を受け取る側は次から自分

勝手な基準を持ってしまうところがあるので，それを防ぐ対策も一緒に考え

ていかなければならない。 

・ 京都府土砂災害警戒情報システムのメッシュ情報とハザードマップのデー

本市の対応策について承認を得た 



タを併用して，危険度の高いところを確認できるようにならないか。 

→ 京都府土砂災害警戒情報システムでは，表示されているメッシュをクリ

ックすれば，過去の履歴などさらに詳細な情報が表示される。 

・ パソコンの情報は，お年寄りには分からない。そこをどのように細やかに

対応していくのかが大切であり，自主防災会に動いてもらうことが大切であ

る。 

議題(2) 大型台風接近時の避難情報等の発令について 

近年，地球温暖化に伴う台風の大型化の可能性が指摘されており，一定規模以

上の台風が京都に接近すると予想される場合には，「京都市避難勧告等の判断・伝

達マニュアル」に示す基準によらず，早期に避難情報の発令を検討している。  

〇 本市の対応策 

ア 風害 

(ｱ) 早期発令の検討を行う目安 

台風中心付近の最大風速 44m/s 以上（非常に強い台風） 

(ｲ) 発令対象区域 

北部山間地域等 20 学区 

イ 水災害・土砂災害 

(ｱ) 早期発令の検討を行う目安 

24 時間雨量 250mm 

(ｲ) 発令対象区域 

水災害 ：144 学区（第１，第２発令地域） 

土砂災害： 36 学区 

 

 

 

 

〇 委員からの主な意見 

・ 台風の規模だけでなく，進路についても判断材料の１つになるのではない

か。 

・ 実は台風の進路予想については，いろいろな機関で複数されているが，あ

まり公表されていない。ゆくゆくは公表していただき，判断材料とすること

はできる。しかし，現状では台風の進路がしっかり定まった段階で，避難の

準備をしていては遅いと思うので，今回の内容でよいのではないか。 

本市の対応策について承認を得た 



・ 暴風に伴う避難情報の早期発令の基準について，台風の中心付近の最大風

速 44m/s というのは，強い風が吹きにくい京都盆地の特性から考えても十分

な基準であると考える。 

・ 水災害の 250mm/24h というのは，1/150 年確率，地域によっては 1/100

年確率を超えてくることになり，大雨特別警報も発表される状況が想定され

るため，この条件で早期発令をすることは賛成であるが，雨量以外に出され

る情報との関係はどう考えるか。 

→ 大雨特別警報は市域全体に出るため，避難情報の発令地域を細分化して

いる現状では，避難のトリガーとしては扱いにくいと考えている。 

・  避難情報の早期発令の目安として，提案された最大風速 44m/s，雨量

250mm/24h は，他の先生からの御指摘のとおり，よいのではないかと思う。

特に大型台風の場合は，雨だけでなく風も強く，避難自体が急に難しくなる

という性質があるので，梅雨時期の情報とは違うということが地域住民に伝

わるように工夫していければよい。 

・ 250mm/24h という雨量だけに拘わるとよくない。 

→ 雨量ありきでなく，あくまでも検討を開始する目安として持っていたい

と考えている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議題(1) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議題(2) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


